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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 
  

 
(注) １ 連結売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 連結ベースの潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、第52期以前は潜在株式が存在しない為記載しており

ません。第53期は、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失である為記載しておりません。 

３ 第52期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日企業会計基準第２号)及

び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会平成14年９月25日 企業会計基準適用指

針第４号)を適用しております。 

４ 平成16年３月４日付にて、10株を１株とする株式併合を実施いたしました。 

５ 第53期末より連結対象の子会社がなくなった為、第53期連結貸借対照表及び、第54期以降の連結財務諸表を作成しており

ません。この為、53期については純資産額、総資産額、１株当たり純資産額、自己資本比率、自己資本利益率、従業員数

は記載しておりません。又、54期以降はすべての指標を記載しておりません。 

６ 第54期は、決算期変更により平成16年４月１日から平成17年２月28日までの11ヶ月間となっております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期 第56期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月

売上高 (百万円) 53,045 53,481 45,616 ― ― ―

経常損益(△は損失) (百万円) 367 527 △30 ― ― ―

当期純損益 
(△は損失)

(百万円) 2 △7,108 △263 ― ― ―

純資産額 (百万円) 5,821 △1,329 ― ― ― ―

総資産額 (百万円) 44,479 35,123 ― ― ― ―

１株当たり純資産額 (円) 868.30 △198.46 ― ― ― ―

１株当たり当期 
純損益(△は損失)

(円) 0.33 △1,060.65 △384.73 ― ― ―

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益

(円) ― ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 13.1 △3.8 ― ― ― ―

自己資本利益率 (％) 0.0 ― ― ― ― ―

株価収益率 (倍) 2,572.3 ― ― ― ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,027 4,667 △241 ― ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △6,152 △3,367 1,964 ― ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,310 △4,018 △1,716 ― ― ―

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 5,536 2,877 2,881 ― ― ―

従業員数 
[外、平均臨時 
雇用者数]

(人)
535

[―]

575

[―]

―

[―]

―

[―]

―

[―]

―

[―]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、第52期以前は潜在株式が存在しない為記載しておりません。第53

期は、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失である為記載しておりません。 

３ 第52期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日企業会計基準第２号)及

び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会平成14年９月25日 企業会計基準適用指

針第４号)を適用しております。 

４ 平成16年３月４日付にて、10株を１株とする株式併合を実施いたしました。 

５ 第53期以降の発行済株式総数には、優先株式250,000株が含まれております。 

６ 第54期は、決算期変更により平成16年４月１日から平成17年２月28日までの11ヶ月間となっております。 

７ 持分法を適用した場合の投資利益は、第53期まで連結財務諸表を作成していたので記載しておりません。第54期及び第55

期は対象会社が無い為記載しておりません。 

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期 第56期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月

売上高 (百万円) 52,710 53,025 45,283 39,580 48,780 52,155

経常利益 (百万円) 416 730 202 1,085 2,086 1,930

当期純損益 
(△は損失)

(百万円) 63 △7,049 △635 1,250 2,157 2,659

持分法を適用した 
場合の投資利益

(百万円) ― ― ― ― ― 6

資本金 (百万円) 800 800 2,166 2,166 2,291 2,291

発行済株式総数 (株) 6,707,360 6,707,360 4,095,661 4,095,661 5,095,661 5,095,661

純資産額 (百万円) 6,123 △968 2,657 3,921 6,371 9,010

総資産額 (百万円) 44,168 34,695 13,507 13,234 15,621 17,438

１株当たり純資産額 (円) 913.40 △144.52 40.88 370.03 799.44 1,344.25

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額)

(円)
5.0
(―)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

１株当たり当期 
純損益(△は損失)

(円) 9.41 △1,051.86 △927.58 325.31 445.47 549.24

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益

(円) ― ― ― 211.55 301.04 371.17

自己資本比率 (％) 13.9 △2.8 19.7 29.6 40.8 51.7

自己資本利益率 (％) 1.0 ― △75.2 38.0 41.9 34.6

株価収益率 (倍) 90.3 ― ― 8.6 10.6 6.0

配当性向 (％) 53.10 ― ― ― ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― ― △1,170 21 1,071

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― ― 137 48 △56

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― ― △497 △522 △750

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) ― ― ― 1,351 899 1,163

従業員数 
[外、平均臨時 
雇用者数]

(人)
498

[―]

514

[―]

343

[―]

333

[―]

323

[44]

336

[68]



８ 当社は個別のキャッシュ・フロー計算書を第54期より作成している為、第53期以前の営業活動によるキャッシュ・フロ

ー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー並びに現金及び現金同等物の期末残高につ

いては記載しておりません。 

９ 平成17年３月１日付けにて、岡谷鋼機株式会社が第一回転換社債型新株予約権付社債の新株予約権を行使したことにより

発行済株式が1,000,000株増加しております。 

10 第55期において臨時雇用者数の総数が従業員数の100分の10以上になった為、平均臨時雇用者数を[ ]内に外数で記載して

おります。 

  

２ 【沿革】 

  

 
  

年月 事項

昭和28年１月 東京都荒川区に㈱内藤商店を設立(資本金150万円)。機械工具卸を目的とする。

昭和34年12月 東京都北区田端町(現、北区東田端)に本店を移転。

昭和35年５月 札幌営業所(現、札幌支店)を開設。

昭和35年７月 大阪出張所(現、大阪支店)を開設。

昭和36年９月 名古屋営業所(現、名古屋支店)を開設。

昭和37年２月 大森営業所(現、南東京支店)を開設。

昭和38年12月 商号を㈱内藤に変更。

昭和44年４月 両毛営業所(現、太田支店)、広島営業所(現、広島支店)を開設。

昭和44年12月 仙台事務所(現、仙台支店)を開設。

昭和49年９月 東京都北区昭和町に本社を移転。

昭和49年11月 本社に電算機を導入。

昭和57年１月 岡山営業所(現、岡山支店)を開設。

昭和57年10月 大宮事務所(現、大宮支店)を開設。

平成２年２月 得意先との情報ネットワーク化の全国展開を開始。

平成２年４月 関西地区の物流の拠点として関西在庫センターを開設し、併せて東大阪営業所を開設。

平成３年７月 福岡営業所(現、福岡支店)を開設。

平成５年１月 社名ロゴデザインを㈱NaITOに変更。

平成11年12月 当社株式を日本証券業協会(現、㈱ジャスダック証券取引所)に店頭登録。

平成16年３月 第三者割当増資を実施し、これを引き受けた岡谷鋼機株式会社はその他の関係会社となる。

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、㈱ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成17年３月 岡谷鋼機株式会社が新株予約権を行使したことにより同社が親会社となる。

平成18年２月 八王子営業所と厚木営業所を統合し、西東京支店を開設。

平成19年２月 秋田営業所を北東北営業所と改称し、岩手県北上市に移転。



３ 【事業の内容】 

当社は、切削工具、機械工具、産業機器、工作機械等の販売を主な内容としております。 

  

４ 【関係会社の状況】 

  

 
 (注) 岡谷鋼機株式会社は有価証券報告書を提出しております。 

  

 
  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年２月28日現在 

 
(注) １ 従業員数には、就業人員であり、嘱託・雇員合計32人を含んでおります。尚、従業員数には出向者１名は含

まれておりません。又、臨時雇用者数（パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員等）の平均人員を

（ ）内に外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

名称 住所 資本金 主要な事業内容
当社に対する

議決権の所有割合 
(％)

関係内容

(親会社)

岡谷鋼機株式会社
愛知県名古屋市 
中区

9,128百万円
鉄鋼・機械、
情報・電機、 
産業資材等の販売

51.63
役員兼任(３名) 
本社社屋の賃借 
商品の売買

名称 住所 資本金 主要な事業内容
当社の所有する
議決権の割合 

(％)
関係内容

(関連会社)

SIAM OKAYA 
MACHINE&TOOL 
CO.,LTD

タイ国バンコク
市

2千万バーツ

機械・切削工具・
測定工具・作業工
具等の在庫販売及
び配送

17.00

当社からの役員派遣
     （２名） 
当社からの出向者 
     （１名）

従業員数(人) 平均年令(才) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

336(68) 38.3 11.9 5,105,483



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期におけるわが国経済は、個人消費については雇用・所得環境の改善がみられたものの若干力強さ

に欠ける状況で推移しましたが、好調な企業収益を背景とした設備投資の増加等により、景気は緩やか

ながらも拡大を維持してきました。 

当機械工具業界においては、主要業種である自動車・工作機械関連の好調な需要、液晶・デジタル関連

及びＩＴ関連等の幅広い需要増加等により順調に推移しました。 

 このような状況の中、当社は選択と集中により経営資源を得意分野に投入し、収益重視を基本として

経営効率及び業務効率を高めました。具体的には、業務の拡大と得意先の利便性を考慮して静岡・新

潟・上田の各営業所を移転し、秋田営業所を北東北営業所と改称し北上市に移転しました。又、「ユー

ザーニーズを見据えた卸業」に特化した提案営業の強化を一層推進し、主力の切削工具をはじめ機械工

具・産業機器・工作機械等において的確で効率的な営業を展開して販売における優位性の維持・強化を

図るとともに、商品在庫を拡充して品揃えを充実させ顧客満足度の向上に注力しました。さらに一方

で、コスト管理を徹底するとともに、有利子負債の圧縮に努め財務体質の強化も図りました。 

 また、当期を 終年度とする「株式会社内藤再建計画」（３ヶ年）の達成を 重要課題として取り組

み、売上高、経常利益、当期純利益の数値目標はいずれも再建計画を大幅に上回りました。 

 以上により、当期の業績は、売上高521億55百万円（前期比6.9%増）、経常利益19億30百万円（同

7.5%減）となり、当期純利益は繰延税金資産の計上等もあり26億59百万円（同23.3%増）となりまし

た。尚、この結果を踏まえて「株式会社内藤再建計画」は計画通り第56期（平成19年２月期）にて終結

し、新たに「edge2010中期経営計画」がスタートいたします。 

 

取扱商品別売上の概況は、次の通りであります。 

  

（切削工具） 

切削工具は、金属部品加工業界及び金型業界等関連する幅広い分野での生産稼働率が高水準で推移した

ことにより需要が拡大し、売上高は236億99百万円（前期比4.3%増）となりました。 

  

（機械工具・産業機器・工作機械） 

機械工具・産業機器・工作機械は、製造業全般の設備関連需要が増加したことにより、機械周辺機器で

ある作業工具・測定工具並びに補用機器・制御機器等各分野の商品群が順調に伸長しました。その結

果、売上高は機械工具109億64百万円（前期比6.1%増）、産業機器134億53百万円（同10.3%増）、工作

機械28億69百万（同21.0%増）となりました。 

  



(2) キャッシュ・フロー 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

当期においては、税引前当期純利益21億67百万円、売上債権の増加８億７百万円、たな卸資産の増

加４億39百万円、仕入債務の増加８億53百万円等を反映し、10億71百万円（前期21百万円）の収入超

過となりました。    

  

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

当期においては、投資有価証券の取得による支出１億25百万円、関係会社株式の取得による支出10

百万円、貸付金の回収による収入23百万円等を反映し、56百万円（前期は48百万円の収入超過）の支

出超過となりました。 

  

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

当期においては、長期借入金の返済による支出５億70百万円、社債の償還による支出１億10百万円

を反映し、７億50百万円（前期５億22百万円）の支出超過となりました。 

  

④現金及び現金同等物の増減 

以上の結果、当期によるキャッシュ・フローは２億64百万円の収入超過となり、現金及び現金同等

物の期末残高は11億63百万円（前期８億99百万円）となりました。 

  

当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは以下の通りであります。 

 
(注) 自己資本比率：自己資本／総資産 

        時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

        債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

        インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しておりま 

す。有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま

す。又、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

※平成17年２月期の債務償還年数とインタレスト・カバレッジ・レシオは営業キャッシュ・フローがマイナスのため

記載を省略しています。 

  

平成17年２月期 平成18年２月期 平成19年２月期

期末 期末 期末

自己資本比率（％） 29.6 40.8 51.7

時価ベースの自己資本比率（％） 81.3 145.71 92.2

債務償還年数（年） ― 134.25 2.0

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍） ― 0.29 18.8



２ 【仕入及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 販売実績 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

品目
第56期

(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

前年同期比(％)

切削工具(百万円) 21,421 2.7

機械工具(百万円) 9,285 13.8

産業機器(百万円) 12,242 8.9

工作機械(百万円) 2,662 20.7

その他(百万円) 1,016 △1.7

合計(百万円) 46,628 7.2

品目
第56期

(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

前年同期比(％)

切削工具(百万円) 23,699 4.3

機械工具(百万円) 10,964 6.1

産業機器(百万円) 13,453 10.3

工作機械(百万円) 2,869 21.0

その他(百万円) 1,168 0.7

合計(百万円) 52,155 6.9



３ 【対処すべき課題】 

今後の経済状況は、原材料価格の高騰、金利上昇、又個人消費の弱含み等の懸念材料はありますが、景

気は収益好調な企業部門が牽引し概ね緩やかな拡大基調をたどるものと思われます。  

 当機械工具業界も、自動車・工作機械関連を牽引役として、液晶・デジタル関連及びＩＴ関連等引き続

き好調に推移するものと予想されます。 

 このような状況の中で、当社は、来期より『edge2010中期経営計画』（平成19年3月1日～平成23年2月

28日の4ヶ年）がスタートいたします。これは、当社が継続的発展をするための『経営基盤の土台作り』

をコンセプトとし、「情報と技術」の商社として「事業パートナー満足度NO.1」企業を目指すものです。

この中期経営計画の達成のため以下の重点施策を実行し、『ユーザーニーズを見据えた卸業』として存在

感のある強い会社を構築してまいります。  

  

〔重点施策〕 

1. 営業基盤の強化 

① マーケティング機能の充実 

マーケティングにおいて、販売する側の視点である従来の４Ｐ（製品、価格、広告・宣伝、店

舗・物流)に加え、お客様の視点からの４Ｃ（顧客の価値、顧客の負担、会話（関係)、利便

性）の両方に重点を置き、お取引先様に当社の強みを活かした企画・提案を行い、販売促進を

図る。 

② 資源の得意分野への集中 

当社の資源（人・物・金・情報）を、主力の切削工具をはじめ機械工具・産業機器・工作機械

等に集中させ、お客様ごとに個社別営業方針を徹底し効率化を図る。 

③ 技術サポート体制の確立 

商品知識教育プログラムにより、刻々と変化する需要環境に対応した新商品を習得し、お客様

に対して専門性を駆使した技術サポートの営業展開を図る。 

④ ＥＤＩ（電子商取引）の推進 

当社独自のＷｅｂシステムであるＮｉｃｅ－Ｎｅｔ、発注業務のＮＡＲＴシステム、又請求書

照合、在庫及び入荷データ等のＥＤＩ推進により業務効率化を図る。 

2. 人材育成と組織力の強化 

① 教育システムの充実 

社員一人ひとりのレベルアップと仕事を通しての自己実現を可能とする階層別教育制度や財務

及び商品知識教育プログラム等の教育システムを一層充実させ、全体としての組織力の強化を

図る。 

② 組織の活性化 

社員各自の希望や適材適所を総合的に判断して、組織横断的な人事交流を実施し組織の活性化

を図る。 

3. 業務改革の推進 

① 業務フローの見直し 

業務フロー改革プロジェクトを推進し、業務の効率化を図り、一人当たりの生産性を向上させ

る。 

② アウトソーシングの活用 

定型業務をアウトソーシングすることでコストダウンを実現し、又時間の有効活用を図る。 



4. 財務体質の強化 

① 資産の有効活用 

手形債権の流動化や商品在庫回転率の向上並びに与信管理の徹底等、資産の大部分を占める流

動資産を有効に活用し収益性の高い事業運営を図る。 

② 自己資本の充実 

借入金等を主に、負債を圧縮することにより、自己資本比率を高め、財務体質の強化を図る。 

5. 内部統制システムの構築 

① リスク管理体制とコンプライアンス体制の充実 

企業としての社会的責任を自覚し、より高い倫理観に根ざした事業活動を行う企業風土の構築

のため、リスク管理とコンプライアンス体制を充実させ、継続的に内部統制システムの強化を

図る。 

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。尚、文中における将来に関する事項は、

有価証券報告書提出日(平成19年５月22日)現在において当社が判断したものであります。 

  

①事業環境変動によるリスク 

 当社の主要販売商品群である切削工具・機械工具・産業機器・工作機械等は、自動車産業と密接な繋が

りがあり、当社の業績は同業界の生産活動及び設備投資等の動向により強く影響を受けております。従っ

て、今後同業界の事業活動において予期し得ない景気変動が、当社の経営成績及び財務状態に影響を及ぼ

す可能性があります。 

  

②金利変動によるリスク 

 借入金及び手形流動化等により調達した事業資金の金利は、短期金融市場の大きな変動により支払利息

が増減し、当社の経営成績及び財務状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

③取引先与信のリスク 

 当社は、与信管理の徹底を図り万全を期しておりますが、今後の景気動向等によっては想定を超える取

引先の信用状態の悪化等が生じる可能性があり、当社の経営成績及び財務状態に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

  

④優先株式の普通株式への転換によるリスク 

 当社は、第１回優先株式（転換時期：平成21年７月1日以降）と第２回優先株式（転換時期：平成23年

７月1日以降）を発行しております。優先株式が普通株式に転換された場合、第１回分として929,368株、

第2回分として1,394,052株の合計で2,323,420株の普通株式が増加することになり、１株当りの利益が希

薄化することになります。 

  

⑤災害・事故によるリスク 

 地震等の自然災害や火災・事故などにより、当社の営業拠点や従業員が被害を受ける可能性がありま

す。この場合、当社の営業中断による売上高の低下、営業拠点の修復又は代替のための費用発生等の可能

性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態の分析 

(資産) 

流動資産は、繰延税金資産5億25百万円の計上、売上の増加に伴う受取手形及び売掛金の増加、並

びに売上増加に伴う商品在庫の適正化及び充実を図ったことによるたな卸資産の増加等により、前期

末に比べ17億84百万円増加し、157億59百万円となりました。固定資産は、投資有価証券の新規取得

等により、前年度末に比べ33百万円増加し、16億79百万円となりました。その結果、総資産は、前期

末に比べ18億17百万円増加し、174億38百万円となりました。 

(負債) 

流動負債は、１年以内返済予定長期借入金等の増加により、前期末に比べ11億71百万円増加し、73

億43百万円となりました。固定負債は、長期借入金等の減少により、前期末に比べ19億92百万円減少

し、10億85百万円となりました。その結果、負債合計は、前期末に比べ8億21百万円減少し、84億28

百万円となりました。 

(純資産) 

当期純利益の増加により利益剰余金が増加し、その結果、純資産合計は、90億10百万円となりまし

た。 

(流動比率) 

前期226.5%から当期214.6%と減少しておりますが、これは借入金の固定負債からの移動に伴うもの

です。 

(自己資本比率) 

当期純利益により、40.8%から51.7%と大幅に改善されました。 

(キャッシュ・フロー) 

「１業績等の概要、(2)キャッシュ・フロー」に記載のとおりです。 

  

(2) 経営成績の分析 

当期における売上高は、521億55百万円(前期比6.9％増)、営業利益は15億3百万円(前期比7.1％

減)、経営利益は19億30百万円(前期比7.5％減)となり、当期純利益は26億59百万円（前期比23.3％

増）となりました。 

 しかしながら、営業利益は新規学卒者の採用による人件費の増加、営業拠点の再配置等の費用等に

より、販売費及び一般管理費が増加した為、前期比7.1％減少となっております。経常利益も営業利

益のマイナスを受け、前期比7.5％減少となりました。 

 当期純利益は、貸倒引当金が対象債権の減少により戻入れが発生し特別利益に計上したことと、繰

延税金資産を計上したことにより大幅増となりました。  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当事業年度において重要な設備等の投資等はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

 
(注) １ ※は、借室の造作費であります。 

２ 帳簿価額のうち「その他」は、車両及び運搬具、工具器具及び備品であります。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

  

事業所名 
(所在地)

事業部門等
の名称

設備の内容

帳簿価額
従業
員数 
(人)

建物
及び構築物
(百万円)

土地
(百万円) 
(面積㎡)

その他
(百万円)

合計 
(百万円)

本社 
(東京都北区)

本社業務 
販売・管理業務 
物流管理業務

会社統括 
業務

※30
―
(―)

32 63 92

大阪支店ほか10支店
及び15営業所

販売、管理業務 
物流管理業務

会社統括 
業務、販売
設備

※42
―
(―)

30 73 244



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) １ 優先株式は、現物出資(借入金の株式化)によって発行されたものです。 

２ 優先株式の内容は次の通りであります。尚、旧商法下の発行条件を記載しております。 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,379,925

優先株式 250,000

計 12,629,925

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年２月28日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年５月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 4,845,661 4,845,661
ジャスダック証券
取引所

第一回優先株式 100,000 100,000 非上場・非登録 (注)１．２

第二回優先株式 150,000 150,000 非上場・非登録 (注)１．２

計 5,095,661 5,095,661 ― ―

第一回優先株式 第二回優先株式

特徴 転換予約権付優先株式

発行総額 10億円 15億円

発行株数 100,000株 150,000株

発行価額 10,000円

優先配当金

配当額 円Tibor＋1.00％ 円Tibor＋1.50％

但し、１株当り1,000円を超える場合は、1,000円とする。

非累積条項
ある営業年度において優先配当金の全部又は一部を支払わな
い時は、その不足額を翌営業年度以降に累積しない。

非参加条項 優先配当金を超えて利益配当を行わない。

優先中間配当 優先株式の中間配当は行わない。

優先順位 他の優先株式と同順位かつ普通株式に優先する。



   
(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 
  
(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

 
(注) １ 発行済株式数の減少は、株式併合(10株を１株に併合)によるものです。 

資本金の減少は、欠損填補の為の無償減資によるものです。 

資本準備金の減少は、旧商法第289条第２項の規定に基づき、欠損填補に充てたものであります。 

２ 平成16年２月25日付にて前相談役内藤泰春、前社長内藤寧徳をはじめ内藤一族や旧役員等の所有する株式325,075株(株式

併合前ベース3,250,754株)を無償にて譲り受けたものを無償消却したものであります。 

３ 有償・第三者割当増資 

普通株式：発行株数3,500千株、発行価格500円、資本組入額250円 

主な割当先 岡谷鋼機株式会社、日立ツール株式会社、株式会社タンガロイ、他８社。 

優先株式：発行株数250千株、発行価格10,000円、資本組入額5,000円 

主な割当先 株式会社みずほ銀行、株式会社りそな銀行、他17社。 

４ 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の転換によるものです。 

第一回優先株式 第二回優先株式

普通株式へ転換を請求することが出来る。

転換請求期間 平成21年７月１日以降 平成23年７月１日以降

当初転換価額 1,076円

転換予約権 転換価額の修正 転換価額修正日の時価に修正されるものとする。

転換価額修正日
平成22年３月１日以降の
毎年３月１日

平成24年３月１日以降の 
毎年３月１日

転換価額の上限 当初転換価額の100％

転換価額の下限 当初転換価額の70％

普通株式へ転換後第一回目の配当の 
取扱

転換の請求が３月１日から８月31日までになされたときには
３月１日に、９月１日から翌年２月末日までになされたとき
は９月１日にそれぞれ転換があったものとみなして支払う。

残余財産の分配

優先分配額 10,000円

非参加条項 優先分配額を超えて残余財産分配は行わない。

優先順位 他の優先株式と同順位かつ普通株式に優先する。

消却
配当可能利益をもって、いつでも買入消却することが出来
る。

議決権 株主総会において議決権を有しない。

権利調整
株式の併合又は分配は行わない。新株の引受権、新株予約権
の引受権、新株予約権付社債の引受権又は分離して譲渡する
ことができる新株予約権及び社債の引受権を与えない。

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成16年３月４日 
(注１)

△6,036,624 670,736 △758 41 △659 35

平成16年３月24日 
(注２)

△325,075 345,661 ― 41 ― 35

平成16年３月27日 
(注３)

3,750,000 4,095,661 2,125 2,166 2,125 2,160

平成17年３月１日 
(注４)

1,000,000 5,095,661 125 2,291 125 2,285



(5) 【所有者別状況】 

① 普通株式 

平成19年２月28日現在 

 
(注) １ 自己株式2,750株は、「個人その他」に275単元を含めて記載しております。 

２ 「その他の法人」の欄には証券保管振替機構名義の株式(失念株式)が14単元含まれております。 

  

② 第一回優先株式 

平成19年２月28日現在 

 
  

③ 第二回優先株式 

平成19年２月28日現在 

 
  

区分

株式の状況(１単元の株式数10株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 4 6 219 ― ― 795 1,024 ―

所有株式数 
(単元)

― 3,032 63 457,193 ― ― 24,252 484,540 261

所有株式数 
の割合(％)

― 0.62 0.01 94.35 ― ― 5.00 100.0 ―

区分

株式の状況(１単元の株式数１株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 18 1 ― ― ― ― 19 ―

所有株式数 
(単元)

― 83,112 16,888 ― ― ― ― 100,000 ―

所有株式数 
の割合(％)

― 83.11 16.88 ― ― ― ― 100 ―

区分

株式の状況(１単元の株式数１株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 18 1 ― ― ― ― 19 ―

所有株式数 
(単元)

― 124,664 25,336 ― ― ― ― 150,000 ―

所有株式数 
の割合(％)

― 83.11 16.89 ― ― ― ― 100 ―



(6) 【大株主の状況】 

① 普通株式 

平成19年２月28日現在 

 
(注) 発行済株式総数に対する比率は小数点第３位以下を切捨てして表示しております。 

  

② 第一回優先株式 

平成19年２月28日現在 

 
(注) 発行済株式総数に対する比率は小数点第３位以下を切捨てして表示しております。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

岡谷鋼機株式会社 愛知県名古屋市中区栄二丁目４番18号 2,500 51.59

日立ツール株式会社
東京都江東区東陽四丁目１番13号
東陽セントラルビル

310 6.41

株式会社タンガロイ
神奈川県川崎市幸区堀川町580
ソリッドスクエア

309 6.38

ユニオンツール株式会社 東京都品川区南大井四丁目15番８号 309 6.37

京セラ株式会社 京都府京都市伏見区竹田鳥羽殿町６ 308 6.35

株式会社不二越 富山県富山市不二越本町一丁目１番１号 156 3.23

ＳＭＣ株式会社
東京都千代田区外神田四丁目14番１号
秋葉原ＵＤＸ

154 3.19

日東工器株式会社 東京都大田区仲池上二丁目９番４号 154 3.18

大昭和精機株式会社 大阪府東大阪市西石切町三丁目３番39号 154 3.17

株式会社彌満和製作所 東京都中央区京橋三丁目13番10号 77 1.59

株式会社ミツトヨ 神奈川県川崎市高津区坂戸一丁目20番１号 77 1.59

計 ― 4,511 93.10

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町一丁目１番５号 21,964 21.96

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 16,888 16.88

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番１号 16,133 16.13

株式会社千葉銀行 千葉県千葉市中央区千葉港１番２号 11,301 11.30

株式会社東日本銀行 東京都中央区日本橋三丁目11番２号 6,592 6.59

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 6,074 6.07

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 3,560 3.56

株式会社愛媛銀行 愛媛県松山市勝山町二丁目１番地 3,485 3.48

商工組合中央金庫 東京都中央区八重洲二丁目10番17号 2,614 2.61

株式会社第四銀行 新潟県新潟市東堀前通七番町1071番地１ 2,091 2.09

計 ― 90,702 90.70



③ 第二回優先株式 

平成19年２月28日現在 

 
(注) 発行済株式総数に対する比率は小数点第３位以下を切捨てして表示しております。 

  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年２月28日現在 

 
(注) １ 第一回優先株式100,000株、第二回優先株式150,000株。内容については、「(1) 株式の総数等、②発行済株

式」に記載の通りであります。 

２ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式(失念株式)が140株(議決権の数14個)

含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町一丁目１番５号 32,940 21.96

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 25,336 16.89

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番１号 24,199 16.13

株式会社千葉銀行 千葉県千葉市中央区千葉港１番２号 16,952 11.30

株式会社東日本銀行 東京都中央区日本橋三丁目11番２号 9,888 6.59

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 9,112 6.07

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 5,340 3.56

株式会社愛媛銀行 愛媛県松山市勝山町二丁目１番地 5,228 3.48

商工組合中央金庫 東京都中央区八重洲二丁目10番17号 3,921 2.61

株式会社第四銀行 新潟県新潟市東堀前通七番町1071番地１ 3,137 2.09

計 ― 136,053 90.70

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 優先株式    250,000 ― (注１)

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式     2,750 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式   4,842,650 484,265 (注２)

単元未満株式 普通株式        261 ― １単元(10株)未満の株式

発行済株式総数 普通株式 4,845,661 ― ―

        優先株式 250,000 ―

総株主の議決権 ― 484,265 ―



② 【自己株式等】 

平成19年２月28日現在 

 
 （注）自己株式は普通株式であります。 

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 
  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
株式会社内藤

東京都北区昭和町二丁目
１番11号

2,750 ― 2,750 0.05

計 ― 2,750 ― 2,750 0.05

【株式の種類等】 該当事項はありません。

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(百万円)
株式数(株)

処分価額の総額 
(百万円)

引き受ける者の募集を行った取得 
自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 2,750 ― 2,750 ―



３ 【配当政策】 

当社は、企業体質の強化や将来の事業展開に備えて、内部留保の確保を図りつつ、株主の皆様方への利

益還元に努めることを基本としながら、利益配分に関しては、業績の推移と今後の経営環境等を勘案して

決定する方針をとっております。 

 当社の剰余金の配当は、普通株式及び優先株式ともに期末配当の年１回を基本的な方針としておりま

す。配当の決定機関は、株主総会であります。 

 しかしながら、当期は再建計画の 終年度であり引き続き営業基盤及び財務体質等の強化を図らねばな

らないこと等を勘案し、誠に遺憾ながら当期末の配当は見送らせていただくことと致しました。早期に安

定した配当を継続できるよう引き続き収益の向上に努めてまいります。 

 内部留保資金につきましては、堅固な財務体質による高い信用性の維持と企業体質の強化や将来の事業

展開に備えることとしております。尚、当社は、普通株式につきまして「取締役会の決議によって、毎年

８月31日を基準日として中間配当を行うことができる」旨を定款に定めております。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 普通株式 

① 【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

  

 
(注) １ 高・ 低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証

券業協会の公表のものであります。尚、第54期の事業年度別 高・ 低株価のうち、 低株価は日本証券業

協会の公表のものであります。 

２ 平成16年３月４日付にて10株を１株とする株式併合をいたしました。※印は、株式併合後の 高・ 低株価

を示しております。 

３ 第54期は、決算期変更により平成16年４月１日から平成17年２月28日までの11ヶ月間となっております。 

  

② 【 近６月間の月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

(2) 第一回優先株式及び第二回優先株式 

当株式は非上場であり、かつ店頭登録もしておりませんので該当事項はありません。 

  

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期 第56期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月

高(円) 1,500 701
746

※ 4,030
2,900 7,100 5,720

低(円) 675 600
99

※  860
1,600 2,440 3,100

月別 平成18年９月 平成18年10月 平成18年11月 平成18年12月 平成19年１月 平成19年２月

高(円) 4,390 3,990 3,920 3,960 3,700 3,680

低(円) 3,780 3,530 3,470 3,200 3,100 3,230



５ 【役員の状況】 

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役社長 
(代表取締役)

鈴 木   斉 昭和22年３月18日生

昭和44年４月 岡谷鋼機㈱入社

注３ 90

平成２年３月 同社豊田支店機材室長

平成８年６月 同社名古屋本店メカトロ部長

平成11年３月 同社名古屋本店副本店長

平成12年５月 岡谷機販㈱取締役社長

平成16年１月 当社取締役社長就任(現任)

取締役 総務部長 河 野 英 之 昭和29年１月12日生

昭和51年４月 ㈱日本興業銀行入行(現、㈱み

ずほコーポレート銀行)

注３ 40

平成９年８月 同行千葉支店副支店長

平成15年３月 同行人事部室長

平成17年４月 ㈱みずほ銀行新宿南口支店参

事役

平成17年４月 当社総務部部長

平成17年５月 当社取締役総務部長就任(現

任)

取締役 経営企画部長 市 川 廣 規 昭和23年２月25日生

昭和45年４月 岡谷鋼機㈱入社

注３ 20

昭和62年９月 米国岡谷鋼機㈱レキシントン 

支店長代理

平成13年３月 岡谷鋼機㈱東京本店長代理

平成18年３月 当社顧問

平成18年５月 当社取締役経営企画部長就任 

(現任)

取締役 中 村 幹 也 昭和19年10月23日生

昭和42年４月 岡谷鋼機㈱入社

注３ ―

平成11年５月 同社取締役

平成14年５月 同社常務取締役

平成15年５月 同社東京本店長(現任)

平成16年１月 当社取締役就任(現任)

平成16年５月 岡谷鋼機㈱代表取締役常務(現

任)

取締役 営業本部長 二 宮 教 行 昭和23年10月20日生

昭和46年４月 当社入社

注３ 870

平成10年６月 関西営業部長兼大阪支店長

平成16年１月 執行役員（現任）営業副本部

長

平成17年３月 東日本営業部長

平成18年３月 営業本部長

平成19年５月 当社取締役営業本部長（現

任）

取締役 経理部長 遠 藤 孝 之 昭和30年１月30日生

昭和53年４月 当社入社

注３ 1,390

平成10年７月 経理部副部長

平成12年10月 北関東営業部信越ブロック長

平成15年４月 管理本部副部長

平成16年７月 経理部長

平成17年３月 執行役員（現任）

平成19年５月 当社取締役経理部長（現任）



 
  

(注) １ 取締役中村幹也氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役御手洗邦夫、宮崎正昭及び岩田憲二の各氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３ 取締役の任期は、平成19年２月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年２月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

４ 監査役の任期は、平成19年２月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年２月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

５ 役員の所有する株式は、すべて普通株式であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

常勤監査役 御手洗 邦 夫 昭和22年７月10日生

昭和45年４月 ㈱日本興業銀行入行 

(現、㈱みずほ銀行)

注４ 90

平成11年６月 興銀カードサービス㈱ 

常務取締役営業部長兼企画部

長

平成13年６月 総合債権回収㈱専務取締役

平成16年１月 当社常勤監査役就任(現任)

監査役 宮 崎 正 昭 昭和18年４月30日生

昭和42年４月 岡谷鋼機㈱入社

注４ ―
平成12年５月 同社取締役

平成16年１月 当社監査役就任(現任)

平成16年５月 岡谷鋼機㈱常務取締役(現任)

監査役 岩 田 憲 二 昭和26年11月５日生

昭和49年４月 ㈱東海銀行入行 

(現、㈱三菱東京UFJ銀行)

注４ ―

平成12年４月 同社執行役員

平成14年１月 岡谷鋼機㈱顧問

平成14年５月 同社常勤監査役(現任)

平成16年１月 当社監査役就任(現任)

計 2,500



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(１)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、コーポレート・ガバナンスを経営上の重要課題と位置づけ、株主をはじめ取引先、地域社

会、従業員等の信頼を得るため、又経営環境の変化に迅速・的確に対応するために、コンプライアンス

の徹底と推進及び経営の効率性、透明性、健全性を確保できる最適な経営管理体制を確立し維持するこ

とを基本方針としております。 

  

(２)コーポレート・ガバナンス体制 

 ①会社の機関の内容 

ａ. 取締役会 

取締役会は原則月１回開催し、又必要の都度臨時取締役会を開催し重要事項の決定を行っておりま

す。取締役会は４名で構成されており、うち１名は社外取締役であります。尚、平成19年５月22日開

催の第56期定時株主総会日以降は、取締役を２名増員して合計６名とし、一層経営体制の強化を図っ

てまいります。 

ｂ. 監査役会 

当社は監査役制度を採用しており、監査役は取締役会のほか重要な会議に出席し取締役の職務遂行

を厳正に監査しております。尚、監査役３名の全員が「会社法第２条第16号に定める社外監査役」で

あります。 

ｃ. 執行役員会 

当社は執行役員制度を導入しており、取締役会の管理統制のもと職務権限に基づき迅速な業務執行

を行っております。執行役員会は原則月１回開催し９名で構成されております。 

ｄ．経営会議 

会議体の簡素化と迅速化及び情報の共有を目的として、経営会議を原則月１回開催しております。

執行役員、常勤監査役及び部長以上の幹部社員、又議題ごとに必要な人員が参加して、経営上あるい

は業務執行上の重要事項について報告・審議を行っております。 

  

 ②内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況 

ａ. 企業行動憲章及び社員行動規準 

企業行動憲章は、当社が公正な競争を通じて利益を追求するとともに、良き企業市民としてとるべ

き行動を明示したものであり、社員行動規準は、企業行動憲章の考え方を良く理解し一人ひとりが主

体的にとるべき行動規範を明示したものであり、この周知徹底による企業倫理の確立を図っておりま

す。 

ｂ. 内部監査室 

内部統制システム強化策として、監査役とも緊密に連係して年度計画に基づき業務活動の健全化や

会社の財務保全を図るため、内部監査室（専任担当者１名）による業務運営の監視を行っておりま

す。被監査部門に対して改善事項の指摘・指導を行なうことにより、内部管理体制の強化及び内部統

制の実効を図っております。 

ｃ. 法務審査室 

リスクマネジメントの一環として、各種対外契約書等のリーガルチェックを通しての法的紛争の予

防及び法的紛争が生じた場合の迅速な解決、又取引先信用管理における与信管理・債権保全等のリス

ク管理を管轄する部署であり、営業部門並びに管理部門から独立して公正厳格な業務を行なっており

ます。 



ｄ. コンプライアンス室 

平成19年３月１日よりコンプライアンス統括部署としてコンプライアンス室を設置し、業務におけ

る効率的法令遵守体制の推進、リスク管理及び内部統制の徹底を行っております。 

ｅ. 企業倫理相談窓口の開設 

法令、会社の定款、社内諸規程等の遵守に関して業務上生じている疑問点、又はこれらが違反する

疑いのある事実等の相談・通報制度として企業倫理相談窓口を設置しており、問題の早期発見・早期

解決に取り組んでおります。 

ｆ. 顧問弁護士 

法律事務所と顧問契約を締結し、企業経営及び日常業務に関して経営上の判断の参考とするため

に、必要に応じて指導・助言を随時受けられる体制を構築しております。 

  

 ③会計監査及び監査報酬の内容 

ａ. 会計監査につきましては、一時会計監査人であるみすず監査法人及び公認会計士小島慶嗣氏と監査

契約を締結し定期監査のほか、会計上の課題について随時確認を行い会計処理の適正性に努めまし

た。 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名等は以下の通りです。 

 
(注)１ 当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士２名、会計士補４名です。 

２ 継続監査年数につきましては、全員７年以内であるため記載しておりません。 

３ 当社におきましては、中央青山監査法人（現法人名：みすず監査法人）が会計監査人とな

っておりましたが、平成18年５月に金融庁より行政処分を受け、同年７月１日付で会計監

査人の資格を喪失したため、同日付で当社の会計監査人を退任いたしました。これに伴い

同年７月３日にて公認会計士小島慶嗣氏を一時会計監査人に選任し、また、同年９月１日

をもってみすず監査法人（旧法人名：中央青山監査法人）を一時会計監査人に追加選任

し、共同監査体制をとりました。 

４ 一時会計監査人であるみすず監査法人及び公認会計士小島慶嗣氏は、平成19年５月22日に

開催された第56期定時株主総会の終結の時をもって任期満了により退任し、新たに会計監

査人としてあずさ監査法人が選任され就任いたしております。 

       

ｂ. 当社の一時会計監査人であるみすず監査法人及び公認会計士小島慶嗣氏に対する報酬は以下の通り

です。 

   ・公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬金額 11百万円 

    上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  

氏 名 等

 指定社員・業務執行社員 公認会計士 永田 昭夫(みすず監査法人)

 指定社員・業務執行社員  公認会計士 山川 勝(みすず監査法人)

 公認会計士 小島 慶嗣



 ④役員報酬等の内容 

  当期に支払われた役員報酬は以下の通りです。 

 
（注）人数は延べ人数であります。 

  

 ⑤内部監査及び監査役監査の組織 

当該事項につきましては、前掲①ｂと②ｂに記載の通りであります。尚、内部監査室、監査役会及び

会計監査人との間で適宜意見・情報の交換を行い、効果的な監査の実施に努めております。 

  

 ⑥社外取締役及び社外監査役との関係 

 取締役４名のうち１名は社外取締役であり、親会社である岡谷鋼機株式会社の役員に就任しておりま

す。監査役３名は全員が社外監査役であり、１名は当社の主力銀行出身、２名は岡谷鋼機株式会社の役

員に就任しております。当社と社外取締役及び社外監査役に、その他の利害関係はありません。 

  

⑦当社は、会社法第423条第１項の賠償責任について、社外取締役及び常勤監査役を除く社外監査役と

の間において、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がなかったときは、その責任の限度額を会

社法第425条第１項に定める最低責任限度額とする契約を締結しております。 

  

⑧当社の取締役は11名以内とする旨を定款で定めております。 

  

⑨当社は、取締役の選任決議は、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数を持って行い、解任決議は、議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行

う旨を定款で定めております。 

  

人数（人） 報酬額(百万円)

社内取締役 4 24

社外取締役 1 0

社外監査役 3 9



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。  

尚、前事業年度(平成17年３月１日から平成18年２月28日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成18年３月１日から平成19年２月28日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成17年３月１日から平成18年２月28日

まで)の財務諸表については、中央青山監査法人により監査を受け、当事業年度(平成18年３月１日から平

成19年２月28日まで)の財務諸表については、みすず監査法人及び公認会計士小島慶嗣氏により監査を受

けております。 

 尚、従来から当社が監査証明を受けている中央青山監査法人は、平成18年９月１日に名称を変更し、み

すず監査法人となりました。 

  

３ 連結財務諸表について 

当社は子会社を有していないので連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

 
  

前事業年度
(平成18年２月28日)

当事業年度 
(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 (資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 899 1,163

 ２ 受取手形 4,210 4,579

 ３ 売掛金 6,096 6,122

 ４ 商品 ※１ 2,963 3,404

 ５ 貯蔵品 7 6

 ６ 前渡金 0 33

 ７ 前払費用 4 5

 ８ 繰延税金資産 ― 525

 ９ その他 162 138

 10 貸倒引当金 △368 △219

  流動資産合計 13,975 89.5 15,759 90.4

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物 103 111

    減価償却累計額 38 64 37 73

  ２ 構築物 1 1

    減価償却累計額 0 0 0 0

  ３ 車両及び運搬具 6 5

    減価償却累計額 6 0 4 0

  ４ 工具器具及び備品 170 182

    減価償却累計額 120 50 119 62

   有形固定資産合計 116 0.7 136 0.8



 
  

前事業年度
(平成18年２月28日)

当事業年度 
(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 (2) 無形固定資産

  １ ソフトウェア 161 35

  ２ その他 26 26

   無形固定資産合計 187 1.2 62 0.4

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 ※１ 444 533

  ２ 関係会社株式 ― 10

  ３ 出資金 14 14

  ４ 長期貸付金 11 ―

  ５ 従業員長期貸付金 9 9

  ６ 破産更生債権等 38 31

  ７ 長期前払費用 0 0

  ８ 敷金・保証金 882 922

  ９ その他 1 0

  10 貸倒引当金 △56 △38

  11 投資評価引当金 △4 △4

   投資その他の資産合計 1,341 8.6 1,479 8.4

   固定資産合計 1,646 10.5 1,679 9.6

   資産合計 15,621 100.0 17,438 100.0



 
  

前事業年度
(平成18年２月28日)

当事業年度 
(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 (負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 397 240

 ２ 買掛金 ※１ 4,506 4,606

 ３ １年以内償還予定 
   社債

110 110

 ４ １年以内返済予定 
   長期借入金

570 1,814

 ５ 未払金 216 216

 ６ 未払法人税等 58 50

 ７ 前受金 7 41

 ８ 預り金 19 26

 ９ 前受収益 0 0

 10 賞与引当金 147 195

 11 保証債務 5 4

 12 信託受益権買戻債務 28 2

 13 その他 103 34

  流動負債合計 6,171 39.5 7,343 42.1

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 220 110

 ２ 長期借入金 1,904 90

 ３ 繰延税金負債 43 29

 ４ 長期未払金 15 0

 ５ 退職給付引当金 794 804

 ６ 債務保証損失引当金 67 10

 ７ その他 32 40

  固定負債合計 3,078 19.7 1,085 6.2

  負債合計 9,249 59.2 8,428 48.3



 
  

前事業年度
(平成18年２月28日)

当事業年度 
(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 (資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 2,291 14.7 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 2,285 ―

  資本剰余金合計 2,285 14.6 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 当期未処分利益 1,741 ―

  利益剰余金合計 1,741 11.1 ― ―

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

64 0.4 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※３ △10 △0.0 ― ―

  資本合計 6,371 40.8 ― ―

  負債・資本合計 15,621 100.0 ― ―



 
  

前事業年度
(平成18年２月28日)

当事業年度 
(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 (純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 2,291 13.2

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 2,285

   資本剰余金合計 ― ― 2,285 13.1

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    別途積立金 ― 1,350

    繰越利益剰余金 ― 3,051

   利益剰余金合計 ― ― 4,401 25.2

 ４ 自己株式 ― ― △10 △0.0

  株主資本合計 ― ― 8,967 51.5

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― 42 0.2

  評価・換算差額等合計 ― ― 42 0.2

  純資産合計 ― ― 9,010 51.7

  負債・純資産合計 ― ― 17,438 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日)

当事業年度 
(自 平成18年３月１日 
 至 平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 48,780 100.0 52,155 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 期首商品たな卸高 2,386 2,963

 ２ 当期商品仕入高 43,500 46,628

   合計 45,886 49,592

 ３ 他勘定振替高 ※１ 66 13

 ４ 期末商品たな卸高 ※２ 2,963 42,857 87.9 3,404 46,174 88.5

   売上総利益 5,923 12.1 5,980 11.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※３ 4,304 8.8 4,476 8.6

   営業利益 1,619 3.3 1,503 2.9

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 10 15

 ２ 仕入割引 908 910

 ３ その他 79 998 2.0 39 964 1.8

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 76 57

 ２ 手形売却損 73 61

 ３ 売上割引 366 407

 ４ その他 15 531 1.0 11 537 1.0

  経常利益 2,086 4.3 1,930 3.7

Ⅵ 特別利益

 １ 債務保証損失引当金 
   戻入益

43 57

 ２ 保証債務費用戻入益 5 0

 ３ 貸倒引当金戻入益 79 157

 ４ 信託受益権買戻 
   債務費用戻入益

20 148 0.3 25 240 0.5



 
  

前事業年度
(自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日)

当事業年度 
(自 平成18年３月１日 
 至 平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※４ 3 3

 ２ 減損損失 ※５ 39 ―

 ３ その他 ― 43 0.1 0 3 0.0

   税引前当期純利益 2,192 4.5 2,167 4.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

35 33

   法人税等調整額 ― 35 0.1 △525 △492 △0.9

   当期純利益 2,157 4.4 2,659 5.1

   前期繰越損失 416

   当期未処分利益 1,741



③ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

  

 

株主資本 評価換算差額等

純資産合

計資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他有

価証券評

価差額金

評価・換

算差額等

合計
資本準備

金

資本剰余

金合計

その他利益剰余金

利益剰余

金合計
別途積立

金

繰越利益

剰余金

平成18年２月28日残高 

（百万円）
2,291 2,285 2,285 ― 1,741 1,741 △ 10 6,307 64 64 6,371

事業年度中の変動額

別途積立金の積立 1,350 △ 1,350 ― ― ―

当期純利益 2,659 2,659 2,659 2,659

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額(純額)
△ 21 △ 21 △ 21

事業年度中の変動額合計 

（百万円）
― ― ― 1,350 1,309 2,659 ― 2,659 △ 21 △ 21 2,638

平成19年２月28日残高 

（百万円）
2,291 2,285 2,285 1,350 3,051 4,401 △ 10 8,967 42 42 9,010



④ 【キャッシュ・フロー計算書】 
  

 

前事業年度
(自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日)

当事業年度 
(自 平成18年３月１日 
 至 平成19年２月28日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税引前当期純利益 2,192 2,167

   減価償却費 161 158

   減損損失 39 ―

   貸倒引当金の増加・減少額(△) △ 79 △ 157

   信託受益権買戻債務の増加・減少額(△) △ 20 △ 25

   退職給付引当金の増加・減少額(△) 78 9

   債務保証損失引当金戻入益 △ 43 △ 57

   保証債務費用戻入益 △ 5  △ 0

   固定資産除却損 3 3

   受取利息及び受取配当金 △ 17 △ 23

   仕入割引 △ 908 △ 910

   支払利息 76 57

   売上割引 366 407

   売上債権の増加(△)・減少額 △ 2,740 △ 807

   たな卸資産の増加(△)・減少額 △ 572 △ 439

   仕入債務の増加・減少額(△) 1,421 853

   その他 165 △ 85

    小計 118 1,151

   利息及び配当金の受取額 10 11

   利息の支払額 △ 74 △ 57

   法人税等の支払額 △ 33 △ 35

  営業活動によるキャッシュ・フロー 21 1,071

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △ 23 △ 19

   有形固定資産の売却による収入 80 ―

   投資有価証券の取得による支出 ― △ 125

   関係会社株式の取得による支出 ― △ 10

   貸付金による支出 △ 570 ―

   貸付金の回収による収入 594 23

   その他 △ 32 75

  投資活動によるキャッシュ・フロー 48 △ 56

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   長期借入れによる収入 270 ―

   長期借入金の返済による支出 △ 947 △ 570

   社債の発行による収入 330 ―

   社債の償還による支出 ― △ 110

   長期未払金の返済による支出 △ 174 △ 69

  財務活動によるキャッシュ・フロー △ 522 △ 750

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 △ 452 264

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 1,351 899

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 899 1,163



⑤ 【利益処分計算書】 

  

 
  

前事業年度
(株主総会承認日 
平成18年５月23日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 1,741

Ⅱ 利益処分額

１ 任意積立金

(1) 別途積立金 1,350 1,350

Ⅲ 次期繰越利益 391



重要な会計方針 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

その他有価証券

 時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は、移動平均法

により算定)

(1)関連会社株式

移動平均法による原価法

(2)その他有価証券

時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定)

 時価のないもの

  移動平均法による原価法

 時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品……移動平均法による低価法 

貯蔵品… 終仕入原価法

同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産…定率法

ただし、建物(附属設

備を除く)の一部につ

いては定額法を採用し

ております。

尚、耐用年数について

は法人税法の規定によ

っております。

有形固定資産…同左

無形固定資産…自社利用のソフトウエ

アについては社内にお

ける見込利用可能期間

(５年)に基づく定額法

無形固定資産…定額法

ただし、自社利用のソ

フトウエアについては

社内における見込利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法

４ 繰延資産の処理方法 社債発行費…支出時に全額費用として

処理しております。

―――――――――

５ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

同左

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  売上債権及び貸付金等の貸倒れに

よる損失に備える為、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

        同左

(2) 投資評価引当金

  財政状態の悪化した会社の株式に

ついて、その投資に対する損失に備

える為、投資価値の低下による損失

相当額を計上しております。

(2) 投資評価引当金

同左

(3) 賞与引当金

  従業員の賞与の支給に備えて、賞

与支給見込額の当期負担額を計上し

ております。

(3) 賞与引当金

同左



 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

 過去勤務債務は、発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法により費用処

理することとしております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度

発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(10年)によ

る定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 

(4) 退職給付引当金

同左

(5) 債務保証損失引当金

  債務保証等に係る損失に備える

為、被保証者の財政状態等を勘案

し、損失負担見込額を計上しており

ます。

(5) 債務保証損失引当金

同左

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

８ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。

同左

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

 税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１ 従来、商品の評価基準及び評価方法については移動

平均法による原価法を採用していましたが、当事業年

度より移動平均法による低価法に変更いたしました。

この変更は商品の仕入価格が原材料相場の変動に伴っ

て、変動する傾向にあるため、資産評価の健全化を図

るとともに、当期期首より当社の親会社になった岡谷

鋼機株式会社との会計方針の統一を目的としたもので

あります。尚、この変更により従来と同一の方法によ

った場合に比べ、商品が５百万円少なく計上されてお

ります。又、営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益はそれぞれ５百万円少なく計上されております。

２ 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を適用しております。これにより税引

前当期純利益は39百万円少なく計上されております。

尚、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。

  当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。従来の「資本

の部」の合計に相当する金額は9,010百万円でありま

す。 

  尚、財務諸表等規則の改正により、当事業年度末に

おける貸借対照表の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

(貸借対照表関係)

前事業年度において投資その他の資産の「その他」に

含めておりました「会員権」は、当事業年度より投資そ

の他の資産の「出資金」に含めて表示しております。

尚、当事業年度の「出資金」に含まれる「会員権」は14

百万円で、前事業年度の投資その他の資産の「その他」

に含まれる「会員権」は27百万円であります。 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度において投資活動によるキャッシュ・フロ

ーの「その他」に含めておりました「投資有価証券の取

得による支出」は、金額的重要性が増したため当事業年

度より区分掲記しております。尚、前事業年度の投資活

動によるキャッシュ・フローの「その他」に含まれる

「投資有価証券の取得による支出」は0百万円でありま

す。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年２月28日)

当事業年度
(平成19年２月28日)

 

※１ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次の通りであります。

商品 42百万円

投資有価証券 113百万円

 計 155百万円

   担保付債務は次の通りであります。

買掛金 338百万円

 

 

※１ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次の通りであります。

投資有価証券 80百万円

   担保付債務は次の通りであります。

買掛金 284百万円

※２ 授権株式数 普通株式 12,379,925株

優先株式 250,000株

発行済株式総数 普通株式 4,845,661株

優先株式 250,000株

２      ――――――――――

※３ 当社が保有する自己株式の数

普通株式 2,750株

 ３      ――――――――――

４ 受取手形割引高 200百万円 ４ 受取手形割引高 301百万円

５ 受取手形裏書譲渡高 273百万円 ５ 受取手形裏書譲渡高 323百万円

６ 手形債権流動化に伴う
劣後信託受益権の譲渡高

1,172百万円
６ 手形債権流動化に伴う

劣後信託受益権の譲渡高
553百万円

 ７ 配当制限

商法施行規則第124条３号に 
規定する純資産額

64百万円

 ７      ――――――――――

 
 

 
 

８ 平成16年１月29日開催の臨時株主総
会において下記の欠損てん補を行っ
ております。

    資本準備金 659百万円

  平成16年６月29日開催の定時株主総
会において下記の欠損てん補を行っ
ております。

    利益準備金 103百万円

 ８      ――――――――――



(損益計算書関係) 

  

 

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

※１ 他勘定振替高の内訳は次の通りであります。

販売費及び一般管理費 47百万円

建物 13百万円

工具器具及び備品 5百万円

その他 0百万円

計 66百万円

 

※１ 他勘定振替高の内訳は次の通りであります。

販売費及び一般管理費 11百万円

工具器具及び備品 1百万円

計 13百万円

※２ 期末商品たな卸高は評価損５百万円を控除した金

額であります。

※２ 期末商品たな卸高は評価損４百万円を控除した金

額であります。

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は74.6％で

あり、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

25.4％であります。

   販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次の通りであります。

荷造運賃 481百万円

給料手当及び賞与 1,535百万円

賞与引当金繰入額 147百万円

退職給付費用 230百万円

法定福利費 187百万円

賃借料 427百万円

減価償却費 161百万円

電信電話料 154百万円

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は77.2％で

あり、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

22.8％であります。

   販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次の通りであります。

荷造運賃 504百万円

給料手当及び賞与 1,614百万円

賞与引当金繰入額 195百万円

退職給付費用 157百万円

法定福利費 205百万円

賃借料 436百万円

減価償却費 158百万円

電信電話料 146百万円

 

 

 

※４ 固定資産除却損の内訳は次の通りであります。

工具器具及び備品等 3百万円

※５ 減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

太田支店 
（群馬県
太田市）

販売設備
建物・構築物 
土地 
工具器具及び備品

当社では、減損の兆候を認識するに当たり、重

要性の高い遊休資産及び処分予定資産を除いた資

産について、原則として事業所を基本単位として

グルーピングを行っております。

当事業年度において、当社が保有する資産につ

いて、減損損失の認識の判定並びに減損損失の測

定を実施した結果、継続的な地価下落等により、

上記資産について、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を次の通り減損損失として特

別損失に計上しております。
（単位：百万円）

合計

建物及び構築物 24

土地 14

工具器具及び備品 0

合計 39

回収可能価額は売却見込額により評価しておりま
す。

 

※４ 固定資産除却損の内訳は次の通りであります。

建物等 3百万円

※５      ――――――――――



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 
  

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

該当事項はありません。 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 4,845,661 ― ― 4,845,661

第一回優先株式(株) 100,000 ― ― 100,000

第二回優先株式(株) 150,000 ― ― 150,000

計 5,095,661 ― ― 5,095,661

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 2,750 ― ― 2,750



(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

 

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 899百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

―百万円

現金及び現金同等物 899百万円

 ２ 重要な非資金取引の内容

新株予約権の行使による
資本金増加額

125百万円

新株予約権の行使による
資本準備金増加額

125百万円

新株予約権の行使による
新株予約権付社債減少額

250百万円

 

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,163百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

―百万円

現金及び現金同等物 1,163百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額及び期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

工具器具 
及び備品

168 75 93

車両及び 
運搬具

85 66 19

ソフトウエア 39 20 18

合計 293 162 131

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

工具器具
及び備品

159 90 69

車両及び
運搬具

18 3 14

ソフトウエア 33 15 17

合計 211 110 101

 (2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年以内 51百万円

１年超 83百万円

合計 134百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年以内 41百万円

１年超 62百万円

合計 104百万円

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 
(維持管理費用相当額を除く)

67百万円
 

減価償却費相当額 64百万円

支払利息相当額 3百万円

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料
(維持管理費用相当額を除く)

53百万円
 

減価償却費相当額 51百万円

支払利息相当額 2百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 (5) 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を、利息相当額と維持管理費用相当額とし、利

息相当額の各期への配分方法については、利息法に

よっております。

 (5) 利息相当額の算定方法

同左

 

（減損損失について）
リース資産に配分された減損損失はありません。

２ オペレーティング・リース取引

１年以内 12百万円

１年超 31百万円

合計 43百万円
 

（減損損失について）
リース資産に配分された減損損失はありません。

２ オペレーティング・リース取引

１年以内 19百万円

１年超 55百万円

合計 75百万円



(有価証券関係) 

(1)前事業年度及び当事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(2)その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

(3)前事業年度及び当事業年度中に売却したその他有価証券 

該当事項はありません。 

  

(4)時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

(1)取引の状況に関する事項 

  

 
  

(2)取引の時価等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

種類

前事業年度(平成18年２月28日) 当事業年度(平成19年２月28日)

取得原価 
(百万円)

貸借対照表
計上額 
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

貸借対照表 
計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

貸借対照表計上額
が取得原価を超え
るもの

株式 23 131 107 23 95 71

小計 23 131 107 23 95 71

貸借対照表計上額
が取得原価を超え
ないもの

株式 ─ ─ ─ ─ ─ ─

小計 ─ ─ ─ ─ ─ ─

合計 23 131 107 23 95 71

前事業年度(平成18年２月28日) 当事業年度(平成19年２月28日)

貸借対照表計上額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円)

(1)関連会社株式 ― 10

(2)その他有価証券

非上場株式 313 437

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

 当社は、デリバティブ取引を全く利用していないの

で、該当事項はありません。

同左



(退職給付関係) 

(1)採用している退職給付制度の概要 

当社は確定給付型の制度として、適格退職年金制度を設けております。 

当社は、昭和46年８月１日より従来の退職金制度の全部について適格退職年金制度を採用しており

ます。 

又、東京金属事業厚生年金基金に外部拠出しておりますが、当該基金が総合設立型のため、以下の

退職給付債務及び年金資産の計算から除き拠出額は退職給付費用に含めております。(当該基金の掛

金拠出割合により計算した年金資産の額は、当事業年度2,097百万円。) 

  

(2)退職給付債務及びその内訳 

  

 
  

(3)退職給付費用の内訳 
  

 
  

(4)退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
  

 
  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度
(平成18年２月28日)

当事業年度 
(平成19年２月28日)

(1) 退職給付債務(百万円) △1,178 △1,242

(2) 年金資産(百万円) 669 765

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2)(百万円) △509 △477

(4) 未認識数理計算上の差異(百万円) △131 △188

(5) 未認識過去勤務債務（百万円） △153 △137

(6) 退職給付引当金(百万円) △794 △804

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

退職給付費用(百万円) 230 157

(1) 勤務費用(百万円) 97 75

(2) 利息費用(百万円) 23 18

(3) 期待運用収益(減算)(百万円) △2 △3

(4) 数理計算上の差異の費用処理額(百万円) 37 4

(5) 過去勤務債務の費用処理額(百万円) △1 △15

(6) 年金基金拠出額(百万円) 75 78

前事業年度
(平成18年２月28日)

当事業年度 
(平成19年２月28日)

(1) 割引率(％) 1.6 1.6

(2) 期待運用収益率(％) 0.5 0.5

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

(4) 過去勤務債務の額の処理年数(年) 10 10

(5) 数理計算上の差異の処理年数(年) 10 10



(税効果会計関係) 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(単位：百万円) 
  

 

 
  

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

  

 

 
  

  

(持分法損益等) 

 

前事業年度(平成18年２月28日) 当事業年度(平成19年２月28日)

繰延税金資産

棚卸資産 73 81

貸倒引当金 2 6

賞与引当金 59 79

債務保証損失引当金 27 4

退職給付引当金 323 327

繰越欠損金 1,554 668

その他 45 30

繰延税金資産小計 2,087 1,199

評価性引当額 △2,087 △673

繰延税金資産合計 ─ 525

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 43 29

繰延税金負債合計 43 29

繰延税金資産負債の純額(△：負債) △43 496

前事業年度(平成18年２月28日) 当事業年度(平成19年２月28日)

法定実効税率 40.7％ 40.7％

交際費等永久に損金に 
算入されない項目

0.9 1.3

住民税均等割 1.6 1.5

評価性引当額 △41.5 △65.3

その他 △0.1 △0.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 1.6 △22.7

当事業年度 
(自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日 
 至 平成19年２月28日)

――――――――
関連会社に対する投資の金額 10百万円

持分法を適用した場合の投資の金額 18百万円

持分法を適用した場合の投資利益の金額 6百万円



【関連当事者との取引】 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

前事業年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

  

 
(注) 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  

当事業年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

  

 
(注) １．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

   ２．取引条件及び取引条件の決定方針 

  価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。 

  家賃については、近隣相場等を勘案し、協議の上で決定しております。 

  親会社に対する資金の貸借については、市場金利を勘案して決定しております。 

  

(2) 兄弟会社等 

重要性がないため、記載を省略しております。 

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等 
(人)

事業上
の関係

親会社
岡谷鋼機 
株式会社

名古屋市 
中区

9,128

鉄鋼・機械、
情報・電機、
産業資材等の
販売

(被所有)
直接 51.63

3

役員兼任
有、 
本社社屋
の賃借、 
商品の 
売買

商品の売上 66
受 取 手 形
及 び 売 掛
金

13

商品の仕入 421
支 払 手 形
及 び 買 掛
金

87

報酬の支払 29

家賃の支払 110

その他の営
業費用

2

利息の受取 2

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等 
(人)

事業上
の関係

親会社
岡谷鋼機 
株式会社

名古屋市 
中区

9,128

鉄鋼・機械、
情報・電機、
産業資材等の
販売

(被所有)
直接 51.63

3

役員兼任
有、 
本社社屋
の賃借、 
商品の 
売買

商品の売上 96
受 取 手 形
及 び 売 掛
金

11

商品の仕入 497
支 払 手 形
及 び 買 掛
金

50

報酬の支払 22

家賃の支払 109

その他の営
業費用

1

利息の受取 2

その他の営
業外収益

0

資金貸借取
引

2,260



(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

(１株当たり情報) 

  

 
  

 （注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１株当たり純資産額 799円44銭 １株当たり純資産額 1,344円25銭

１株当たり当期純利益 445円47銭 １株当たり当期純利益 549円24銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 301円04銭 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 371円17銭

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益(百万円) 2,157 2,659

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 2,157 2,659

期中平均株式数(株) 4,842,911 4,842,911

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額(百万円) ─ ―

普通株式増加数(株) 2,323,420 2,323,420

(うち第１回優先株式(株)) 929,368 929,368

(うち第２回優先株式(株)) 1,394,052 1,394,052

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に
含めなかった潜在株式の概要

────── ──────



⑥ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【有形固定資産等明細表】 

  

 
   

  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額 

(百万円)

投資 
有価証券

その他 
有価証券

㈱みずほフィナンシャルグループ
(優先株式)

300 300

㈱タンガロイ 50 95

日立ツール㈱ 49,530 87

㈱キトー 100 29

㈱カネテック 33,000 10

㈱不二越 12,719 7

㈱機械工具会館 4,000 2

㈱山田クラブ２１ 2 0

京セラ㈱ 57 0

ダイジェット工業㈱ 714 0

その他5銘柄 10,020 0

計 110,493 533

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
及び減損損
失累計額又
は償却累計
額
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

 建物 103 16 8 111 37 6 73

 構築物 1 ― 0 1 0 0 0

 車両及び運搬具 6 ― 1 5 4 0 0

 工具器具及び備品 170 27 15 182 119 13 62

 有形固定資産計 281 44 25 300 163 20 136

無形固定資産

 ソフトウエア 714 12 77 649 613 137 35

 その他 26 ― ― 26 0 0 26

 無形固定資産計 741 12 77 675 613 137 62

長期前払費用 0 0 0 0 ― ― 0



【社債明細表】 

  

 
(注) １ ( )内書きは、１年以内の償還予定額であります。 

２ 決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額 

 
  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」欄につきましては決算日現在における残高及び利率による加重平均利率を記載しております。

２ 長期借入金及びその他の有利子負債(１年以内に返済予定のものを除く。)の決算日後５年間の返済予定額は

以下の通りであります。 

  

 
  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、債権の回収等による取崩額であります。 

債務保証損失引当金の「当期減少額(その他)」は、債務保証の減少による取崩額であります。 

  

銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率 担保 償還期限

第１回無担保社債 
((株)みずほ銀行保証付・
適格機関投資家限定)

平成17年 
12月12日

330
220
(110)

6ヶ月円Tibor
+0.2%

なし
平成20年
12月10日

合計 ― 330
220
(110)

― ─ ―

１年以内 
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

110 110 ― ― ―

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ─ ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 570 1,814 2.7 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

1,904 90 1.7
平成20年12月28日～
平成20年12月30日

その他の有利子負債

割賦未払金(１年内返済) 72 14 1.5 ―

割賦未払金(１年超) 15 0 1.6

合計 2,562 1,920 ― ―

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 90 ― ― ―

その他の有利子負債 0 ― ― ―

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 425 152 13 306 258

投資評価引当金 4 ― ― ― 4

賞与引当金 147 195 147 ― 195

債務保証損失引当金 67 ― ― 57 10



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

ａ 現金及び預金 

  

 
  

ｂ 受取手形 

相手先別内訳 

  

 
  

期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 226

預金の種類

当座預金 863

普通預金 72

別段預金 1

小計 937

合計 1,163

相手先 金額(百万円)

㈱ハシモト 113

㈱イイダ 89

㈱五光社 87

㈱美作機械産業 66

㈱大和商会 62

その他 4,160

合計 4,579

期日別 金額(百万円)

平成19年３月 412

    ４月 786

    ５月 1,058

    ６月 1,058

    ７月 1,186

    ８月 74

    ９月以降 2

合計 4,579



ｃ 売掛金 

相手先別内訳 
  

 
  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

ｄ 商品 
  

 
  

ｅ 貯蔵品 
  

 
  

相手先 金額(百万円)

橋本商工㈱ 94

㈱タルイシ 74

㈱大和商会 69

㈱イイダ 52

㈱ラプラス 52

その他 5,777

合計 6,122

前期繰越高(百万
円) 
 

(Ａ)

当期発生高(百万
円) 
 

(Ｂ)

当期回収高(百万
円) 
 

(Ｃ)

次期繰越高(百万
円) 
 

(Ｄ)
 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

6,096 54,767 54,741 6,122 89.9 40.7

品名 金額(百万円)

切削工具 2,752

機械工具 406

産業機器 234

工作機械 4

その他 6

合計 3,404

品名 金額(百万円)

事務消耗品 2

金券類 1

その他 2

合計 6



② 固定資産 

ａ 敷金・保証金 

  

 
  

③ 流動負債 

ａ 支払手形 

相手先別内訳 

  

 
  

期日別内訳 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

営業保証金 750

事務所・社宅敷金 169

その他 2

合計 922

相手先 金額(百万円)

㈱北川鉄工所 57

柳瀬㈱ 54

㈱サンキテック 10

㈱長谷川工業 8

三葉精工㈱ 8

その他 101

合計 240

期日別 金額(百万円)

平成19年３月 28

    ４月 57

    ５月 101

    ６月 26

    ７月 26

    ８月 0

合計 240



ｂ 買掛金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(百万円)

㈱タンガロイ 660

京セラ㈱ 389

日立ツール㈱ 284

㈱不二越 233

大昭和精機㈱ 201

その他 2,837

合計 4,606



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
（注）当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することがで

きない。 

  1. 会社法第１８９条第２項各号に掲げる権利 

  2. 会社法第１６６条第１項の規定による請求をする権利 

  3. 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利 

  

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月中

基準日 ２月末日

株券の種類
普通株式  10株券 100株券 1,000株券 10,000株券
優先株式  １株券  10株券  100株券  1,000株券 10,000株券

剰余金の配当の基準日
普通株式  ８月31日  ２月末日
優先株式  ２月末日

１単元の株式数 10株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店

  株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料
株券の喪失、汚損又は毀損及び不所持株券の交付請求による新株の発行は１枚につき
印紙税相当額

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店

  株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞（注）

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、証券取引法第24条の７第1項に規定する親会社はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  
１ 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度(第55期)(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 
平成18年５月23日関東財務局長に提出 
  

２ 半期報告書 
(第56期中)(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日) 
平成18年11月27日関東財務局長に提出 
  

３ 有価証券報告書の訂正報告書 
事業年度(第55期)(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 
平成19年３月30日関東財務局長に提出 

  

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年５月２３日

株 式 会 社 内 藤 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社内藤の平成

17年３月１日から平成18年２月28日までの第55期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社内藤の平成

18年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 １．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は商品の評価基準を原価法から低価法に変更した。 

 ２．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用して財務諸表を作成し

ている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 永 田 昭 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 川   勝 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年５月２２日

株 式 会 社 内 藤 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社内藤の平成18年

３月１日から平成19年２月28日までの第56期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キ

ャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立

場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに財務諸表に

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会

計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社内藤の平成19年

２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員及び公認会計士小島慶嗣との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 永 田 昭 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 川   勝 

      

      

小 島 公 認 会 計 士 事 務 所 

  公認会計士       小 島 慶 嗣 
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